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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信信号を準同期検波する方式において、
　受信信号の先頭に付加されたタイミング同期用のプリアンブル信号Ｍシンボルを準同期
検波し、
　該準同期検波信号に、周波数オフセット及び位相オフセットのために生じた該準同期検
波信号の位相回転量を補正するための補正信号を乗算し、
　該補正信号にＮ－Ｍシンボルのゼロを付加した後離散フーリエ変換してスペクトル空間
上の復調信号を生成し、
　該復調信号のスペクトルに基づいて周波数オフセット及び位相オフセットを推定し、
　該推定した周波数オフセット及び位相オフセットに基づいて前記補正信号を生成して、
該補正信号を前記乗算のためにフィードバックすることを特徴とする搬送波同期方式。
【請求項２】
　請求項１に記載の搬送波同期方式において、
　Δｆを周波数オフセット、Ｔをシンボル長、Ｇ（ｎ）を、前記ゼロを付加してＮシンボ
ルとして補正信号を離散フーリエ変換して得た複素Ｎシンボル（ｎ＝０，１，・・・，Ｎ
－１）、Ｎをシンボル番号の最大値、ｎを周波数スペクトル成分番号とした場合に、
　前記周波数オフセットの推定を、以下の周波数オフセット関数式
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を用いて行うことを特徴とする搬送波同期方式。
【請求項３】
　請求項２に記載の搬送波同期方式において、
　前記周波数オフセットの推定を、周波数オフセット関数式の代わりに、以下の式

を用いて行うことを特徴とする搬送波同期方式。
【請求項４】
　請求項２または３に記載の搬送波同期方式において、
　前記位相オフセットの推定を、以下の式

を用いて行うことを特徴とする搬送波同期方式。
【請求項５】
　請求項３または４に記載の搬送波同期方式において、
　以下の式

により表される補正信号をフィードバックすることを特徴とする搬送波同期方式。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ディジタル通信システムにおける搬送波同期方式に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、ディジタル通信システムは、送信信号を伝送路に整合させるための変調器と、
受信した信号の被変調波を元の信号に戻すための復調器とから構成され、これらの変調及
び復調処理は、ディジタル通信システムにおける基本機能として必要とされている。また
、このディジタル通信システムを構成する復調器は、復調信号を得るための準同期検波を
行う搬送波同期回路を備えている。搬送波同期回路は、搬送波に同期した局部発振信号を
発生させ、当該局部発振信号と受信信号とを合成し、検波信号を出力する回路である。こ
の局部発振信号は、搬送波と同一の周波数及び位相を有する信号であるが、搬送波同期回
路は、変調器と復調器との間のマルチパス歪み等により、局部発振信号と受信信号とを同
期させることができないため、必ずしも高品質の検波信号を出力することができるとは限
らない。
【０００３】
　従来、搬送波同期回路は、ＰＬＬ（Ｐｈａｓｅ－Ｌｏｃｋｅｄ　Ｌｏｏｐ）の局部発振
器を直接連続的に制御するタイプ（例えば、非特許文献１及び特許文献１を参照）と、既
知のトレーニング信号を準同期検波し、当該準同期検波した仮の復調信号から、離散的に
シンボル毎に周波数オフセット及び位相オフセットを推定するタイプ（例えば、特許文献
２を参照）とに分類することができ、それぞれ実用化されている。両タイプを比較すると
、後者は、前者に比べて演算規模が大きいが、ベースバンド帯の信号を扱うため動作の安
定性に優れている。このため、後者は、ＤＳＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏ
ｃｅｓｓｏｒ）での処理やＬＳＩ化に適しており、有望視されている。
【０００４】
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【非特許文献１】Lindsey & Simon, Telecommunication Systems Engineering, Prentice
-Hall, 1973
【特許文献１】特許１５３６０５０号公報
【特許文献２】特開平５－１０３０３０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　前述した後者のタイプの搬送波同期回路は、周波数オフセット及び位相オフセットの推
定を時間領域において行う。すなわち、この搬送波同期回路は、準同期検波により復調さ
れるトレーニング信号が、複素平面上の本来存在すべき位置からどれだけ離れているか、
及び、時間と共にどれだけ変化するかを位相誤差として測定し、周波数オフセット及び位
相オフセットを推定する。また、これらのオフセット値を、最小２乗法や逐次最小２乗法
等により推定する。このため、演算規模が大きくなるという問題があった。
【０００６】
　ところで、ディジタル通信システムにおいて、変調、復調等の各種の同期を行う回路は
、波形信号を扱うため、時間領域で処理するのが一般的である。しかし、時間信号波形と
そのフーリエ変換した信号との対は、同型写像の関係にある。このため、変調や復調等の
回路は、時間信号波形を扱うのではなく、フーリエ変換した信号の周波数スペクトルを扱
ったとしても、所期の目的を達成することが可能である。
【０００７】
　例えば、本願と同一の出願人及び発明者による出願であって、本願出願時に未公開であ
る先行出願（特願２００５－５３３９３号）には、同期検波後の時間信号を離散フーリエ
変換（ＤＦＴ／Ｄｉｓｃｒｅｔｅ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）し、その周波
数スペクトルから元の信号を復調する方式が提案されている。この方式によれば、フーリ
エ変換機能の共有化を図る復調器を実現することができ、演算規模を縮小することができ
る。また、この周波数領域の信号を扱う方式は、時間領域の信号を扱う方式に比べ、周波
数オフセットの推定に不確定さが生じないという利点がある。時間領域では、仮の復調信
号の位相誤差の時間的変化により周波数オフセットを推定するため、仮の復調信号の判定
閾値を超えた位相誤差が生じるとオフセットの極性が反転し、誤った推定値が得られてし
まう。これに対し、周波数領域では、周波数オフセットに応じてスペクトル成分が右また
は左（高周波数／低周波数）にシフトするだけであるため、その推定に極性の不確定さは
生じない。このため、従来タイミング同期のために用いられていたプリアンブル信号｛１
，－１，１，－１，・・・｝を、搬送波同期のためのトレーニング信号として利用するこ
とができる。つまり、タイミング同期用、搬送波同期用として別々に伝送されていた２種
類の信号を、１種類の信号に共有することができるため、無駄な信号を伝送する必要がな
く、信号伝送効率の向上を期待することができる。
【０００８】
　そこで、本発明は、このような課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、受信信
号を検波して搬送波同期を実現する場合に、演算規模の縮小化を図ると共に、周波数オフ
セットを推定するに際し不確定性が生じることのない搬送波同期方式を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、本発明の搬送波同期方式は、受信信号を準同期検波する方式
において、受信信号の先頭に付加されたタイミング同期用のプリアンブル信号Ｍシンボル
を準同期検波し、該準同期検波信号に、周波数オフセット及び位相オフセットのために生
じた該準同期検波信号の位相回転量を補正するための補正信号を乗算し、該補正信号にＮ
－Ｍシンボルのゼロを付加した後離散フーリエ変換してスペクトル空間上の復調信号を生
成し、該復調信号のスペクトルに基づいて周波数オフセット及び位相オフセットを推定し
、該推定した周波数オフセット及び位相オフセットに基づいて前記補正信号を生成して、
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該補正信号を前記乗算のためにフィードバックすることを特徴とする。
【００１０】
　本発明は、受信信号を準同期検波するに当たり、周波数オフセット及び位相オフセット
の推定を、従来の時間領域において行うのではなく、周波数領域において行うものである
。これにより、時間領域においてオフセットを推定する場合に必要であった最小２乗法や
逐次最小２乗法等を用いる必要がない。したがって、オフセットの推定のための演算負荷
が軽減される。
【００１１】
　また、本発明は、搬送波同期を、受信信号のうちのプリアンブル信号を用いて行う。具
体的には、本発明は、受信信号のうちのプリアンブル信号を準同期検波し、該準同期検波
された信号におけるＭシンボルをフーリエ変換し、Ｎ次元複素ベクトル（ＮはＭ以下、Ｎ
≧２、Ｍ≧２とする）を生成し、該Ｎ次元複素ベクトルのスペクトルデータに基づいて、
周波数オフセット及び位相オフセットを推定し、該周波数オフセット及び位相オフセット
を用いて準同期検波を補正する。
【００１２】
　これは、周波数オフセット及び位相オフセットが周波数領域において推定される場合に
、スペクトル成分がオフセットに応じてシフトするに過ぎず、極性の不確定性が生じない
からであり、したがって、プリアンブル信号の極性が確実に確保されるからである。これ
により、送信側の変調器は、搬送波同期のために用いるトレーニング信号を伝送する必要
がない。このプリアンブル信号は、本来的には、タイミング同期のための信号である。従
来は、搬送波同期のためにトレーニング信号が伝送され、タイミング同期のためにプリア
ンブル信号が伝送されていた。本発明により、搬送波同期及びタイミング同期のために、
共通した一つのプリアンブル信号を用いることができる。
【００１３】
　また、本発明は、Δｆを周波数オフセット、Ｔをシンボル長、Ｇ（ｎ）を、前記ゼロを
付加してＮシンボルとして補正信号を離散フーリエ変換して得た複素Ｎシンボル（ｎ＝０
，１，・・・，Ｎ－１）、Ｎをシンボル番号の最大値、ｎを周波数スペクトル成分番号と
した場合に、前記周波数オフセットの推定を、以下の周波数オフセット関数式

を用いて行うことが好適である。
【００１４】
　また、本発明は、周波数オフセットの推定を、前記周波数オフセット関数式の代わりに
、以下の式

を用いて行うことが好適である。
【００１５】
　また、本発明は、位相オフセットの推定を、以下の式

を用いて行うことが好適である。
【００１６】
　また、本発明は、以下の式

により表される補正信号をフィードバックすることが好適である。
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【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、演算規模の縮小化を図ると共に、周波数オフセットを推定するに際し
不確定性が生じることのない搬送波同期方式を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。
本発明の実施の形態の説明を容易にするため、前提条件として、情報信号は、ＱＰＳＫ（
四位相偏移変調：Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ｐｈａｓｅ　Ｓｈｉｆｔ　Ｋｅｙｉｎｇ）によ
り伝送されるものとする。また、情報信号の伝送に先立ち、タイミング同期のための十分
な長さのプリアンブル信号｛１＋ｊ，－１－ｊ，１＋ｊ，－１－ｊ，・・・｝、すなわち
ＱＰＳＫ信号の第１象限及び第３象限の信号点の信号が交互に伝送され、シンボル同期は
確立しているものとする。
【００１９】
　図１は、本発明の実施の形態による搬送波同期方式を実現する準同期検波器の構成を示
すブロック図である。この準同期検波器１００は、周波数・位相オフセット補正機能付き
であり、送信側の変調器から伝送された信号を受信側として受ける受信端１、直交位相検
波器３、局部発振器４、ローパスフィルタ５－１，５－２、複素乗算器９、ＤＦＴ演算器
６、正規化周波数オフセット推定器７、位相オフセット推定器８、及びスペクトル空間の
同期検波信号を外部へ出力する出力端２を備えている。
【００２０】
　直交位相検波器３は、受信端１を介して受信信号を、局部発振器４から局部発振信号を
それぞれ入力し、準同期検波する。ここで、準同期検波とは、厳密には同期していない搬
送波（局部発振信号）により位相検波することを意味する。
【００２１】
　ローパスフィルタ５－１，５－２は、直交位相検波器３の出力信号から２倍波成分を除
去し、ベースバンド帯の復調信号を出力する。ここで、ローパスフィルタ５－１は、復調
信号における同相成分１０ａを出力し、ローパスフィルタ５－２は、復調信号における直
交成分１０ｂを出力する。両者をまとめて複素復調信号１０とみなすことができる。
【００２２】
　複素乗算器９は、ローパスフィルタ５－１，５－２から複素復調信号１０を入力し、位
相オフセット推定器８から、後述する周波数・位相オフセット推定により得られた補正信
号１６を入力し、複素復調信号１０と補正信号１６とを乗算する。具体的には、複素乗算
器９は、（Ａ＋ｊＢ）（Ｃ＋ｊＤ）の演算を行い、時間空間の同期検波信号１１を出力す
る。
【００２３】
　尚、時間空間（時間領域）において信号を識別及び再生する場合には、図示しない出力
端子を介して、複素乗算器９から出力される時間空間の同期検波信号１１を利用する。一
方、スペクトル空間（周波数領域）において信号を識別及び再生する場合には、出力端２
を介して、ＤＦＴ演算器６から出力されるスペクトル空間の同期検波信号を利用する。
【００２４】
　周波数オフセット及び周波数オフセットをスペクトル空間で推定するため、複素乗算器
９の出力は、ＤＦＴ演算器６に入力される。ＤＦＴ演算器６は、複素乗算器９から信号を
入力すると、Ｎシンボルの複素時間信号を離散フーリエ変換（ＤＦＴ）し、出力端２を介
してスペクトル空間の同期検波信号を出力する。また、ＤＦＴ演算器６は、スペクトル空
間の準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２）１２を位相オフセット推定器８に出力し、準同期検波信
号Ｇ（Ｎ／２＋１）１３及び準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２－１）１４を正規化周波数オフセ
ット推定器７に出力する。準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２）１２，Ｇ（Ｎ／２＋１）１３，Ｇ
（Ｎ／２－１）１４については後述する。
【００２５】
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　以下、複素乗算器９、ＤＦＴ演算器６、正規化周波数オフセット推定器７及び位相オフ
セット推定器８の処理について、数式を用いて具体的に説明する。ＤＦＴ演算器６は、周
波数オフセット及び周波数オフセット補償（補正）されたプリアンブルのうちのＭシンボ
ル（ｋ＝０～Ｍ－１）に対し、（１）式に表すように、Ｎ－Ｍシンボル（ｋ＝Ｍ～Ｎ－１
）に０を付加し（ゼロパディングし）、Ｎシンボル（ｋ＝０～Ｎ－１）から成る信号ｇ0

（ｋ）を作成する。ここで、ｋはシンボル番号、ｇ0（ｋ）は時刻ｔ＝ｋＴ（Ｔはシンボ
ル長を示す）における離散値を示す。尚、説明上、周波数オフセット及び位相オフセット
がゼロの場合を示す。また、このゼロパディングは、ＤＦＴ演算時の処理であり、実際に
ハードウェア上で信号０を付加するものではない。
【数１】

【００２６】
　局部発振器４により出力される局部発振信号の周波数オフセット及び位相オフセットを
それぞれΔｆ，θ0とすると、複素乗算器９により出力される準同期検波後の信号は以下
の（２）式で表される。
【数２】

【００２７】
　まず、周波数オフセットの推定手法について説明する。ＤＦＴ演算器６が（２）式をＤ
ＦＴすると、スペクトル空間の信号は以下の（３）式で表される。
【数３】

ここで、ｎは、準同期検波信号（ｋシンボルからなる信号）をフーリエ変換して得られる
周波数スペクトル成分の番号を示し、Ｇ0（ｎ）は、ｇ0（ｋ）をＤＦＴして得られたスペ
クトル空間の信号を示す。正規化周波数オフセット推定器７及び位相オフセット推定器８
により、最初に周波数オフセット及び位相オフセットの推定値が得られていない場合に、
位相オフセット推定器８は、補正信号１６として１を出力する。前述の（３）式が表すス
ペクトル空間の信号は、このときのＤＦＴ演算器６による演算結果である。
【００２８】
　時間空間の信号を示す（２）式と、スペクトル空間の信号を示す（３）式とを比較する
と、周波数オフセット及び位相オフセットが存在する場合、時間領域において、時間空間
の信号には、時刻に比例した位相回転が生じることが明らかである。これに対し、スペク
トル空間において、周波数オフセットは、スペクトル成分に一定の周波数シフト（正確に
は巡回周波数シフト）を生じさせ、位相オフセットは、スペクトル成分に一定の位相シフ
トを生じさせることが明らかである。（３）式では、周波数オフセットΔｆが存在する場
合には、Ｇ0（ｎ）のそれぞれの成分がＮΔｆＴだけ右方向にシフトし、位相オフセット
θ0が存在する場合には、周波数スペクトルの位相成分がθ0だけシフトすることがわかる
。
【００２９】
　このため、周波数オフセット推定値及び位相オフセット推定値は、閾値を超えて誤るこ
とはなく、周波数オフセットと位相オフセットとを独立して推定することができるという
利点がある。すなわち、時間空間において、復調信号が振幅と位相との２次元平面にプロ
ットされる場合、周波数オフセットΔｆが存在すると、その点は時間と共に位相が２πｋ
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Δｆｔと変化する（２次元平面上を回転する）。ここで、その点が閾値（象限）を越えた
場合には、正の周波数オフセットであるか負の周波数オフセットであるかの区別が付かな
くなる。これに対し、スペクトル空間においては、このような閾値に相当するものが存在
しないため、閾値を越えて誤ることがなく、推定に不確定さが生じないことになる。また
、前述したように、時間空間では、周波数オフセット及び位相オフセットが同じ位相誤差
となって現れるのに対し、スペクトル空間では、周波数オフセットが電力スペクトル成分
｜Ｇ（ｎ）｜２の横へのシフトとなって現れ、位相オフセットが位相成分のシフトとなっ
て現れる。後述する周波数オフセット関数値を示す（５）式によれば、Ｇ（ｎ）の絶対値
の２乗を要素としており、これにより（３）式の位相成分ｅ（ｊθ0）は１となるため、
周波数オフセットのみを推定することができる。つまり、周波数オフセットと位相オフセ
ットとを独立して推定することができることになる。
【００３０】
　尚、ＤＦＴの性質として、サンプリング数をＮとすれば、ＤＦＴにより得られる周波数
分解能ｆanalysisは、シンボル周波数１／Ｔで正規化された場合に、以下の（４）式で表
される。
【数４】

また、Ｇ0（ｎ）及びＧ（ｎ）のｎは、ｎ番目の解析周波数ｎｆanalysisを示している。
プリアンブル信号は、周波数１／２Ｔの余弦波に相当するため、ｎｆanalysis＝１／２Ｔ
を満足するｎは、ｎ＝Ｎ／２である。
【００３１】
　正規化周波数オフセットを推定するための関数（周波数オフセット関数）として、（５
）式を定義する。

【数５】

この（５）式の周波数オフセット関数はＮ及びＭにより変化するが、Ｍ＝Ｎ／２かつＭが
偶数の場合には、（６）式のように、近似することができる。
【数６】

但し、Ｇ（Ｎ／２±１）のスペクトル成分を利用しているため、推定可能な範囲は以下の
とおりである。

したがって、正規化周波数オフセットは、（７）式により推定される。
【数７】

【００３２】
　図２は、図１に示した正規化周波数オフセット推定器７の構成を示すブロック図である
。この正規化周波数オフセット推定器７は、２乗演算器７１－１，７１－２、減算器７２
、乗算器７３、逆正弦演算器７４、及び乗算器７５を備え、ＤＦＴ演算器６から、スペク
トル空間上の準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２＋１）１３，Ｇ（Ｎ／２－１）１４を入力し、正
規化周波数オフセットを推定し、正規化周波数オフセット推定値信号１５を位相オフセッ
ト推定器８に出力する。ＤＦＴ演算器６から入力する準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２＋１）１
３，Ｇ（Ｎ／２－１）１４は、複素量である。
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【００３３】
　２乗演算器７１－１は、準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２＋１）１３を入力し、｜Ｇ（Ｎ／２
＋１）｜２の２乗演算を行う。また、２乗演算器７１－２は、準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２
－１）１４を入力し、｜Ｇ（Ｎ／２－１）｜２の２乗演算を行う。そして、減算器７２は
、２乗演算器７１－１，７１－２の出力を減算し、前述の（５）式の周波数オフセット関
数値を求める。乗算器７３は、周波数オフセット関数値に１／２Ｍ２を乗算し、逆正弦演
算器７４は、この乗算結果に逆正弦演算を行う。これにより、正規化周波数オフセット量
を得ることができる。また、乗算器７５は、逆正弦演算結果である正規化周波数オフセッ
ト量に２／Ｍを乗算する。これにより、正規化周波数オフセット推定値信号１５を得るこ
とができる。このように、正規化周波数オフセット推定器７は、上述の（７）式により推
定された値を正規化周波数オフセット推定値信号１５として出力する。
【００３４】
　尚、（５）式の周波数オフセット関数値は、電力スペクトル成分に関連する量であり、
位相オフセットに依存しない。したがって、周波数オフセットは、位相オフセットと独立
して推定される。
【００３５】
　次に、位相オフセットの推定手法について説明する。図３は、図１に示した位相オフセ
ット推定器８の構成を示すブロック図である。この位相オフセット推定器８は、乗算器８
１、余弦演算器８２、正弦演算器８３、複素乗算器８４、加算器８５、１シンボル遅延回
路８６、余弦演算器８７、正弦演算器８８、及び複素乗算器８９を備え、ＤＦＴ演算器６
からスペクトル空間上の準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２）１２を、正規化周波数オフセット推
定器７から正規化周波数オフセット推定値信号１５をそれぞれ入力し、位相オフセットを
推定し、最終的な位相回転量を補正するための制御信号（補正信号１６）を複素乗算器９
に出力する。
【００３６】
　乗算器８１は、正規化周波数オフセット推定器７から正規化周波数オフセット推定値信
号１５を入力し、（Ｍ－１）／２を乗算して定数倍する。余弦演算器８２は、乗算結果に
余弦演算を行い、正弦演算器８３は、乗算結果に正弦演算を行う。複素乗算器８４は、Ｄ
ＦＴ演算器６からスペクトル空間上の準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２）１２を、余弦演算器８
２から余弦演算結果を、正弦演算器８３から正弦演算結果をそれぞれ入力する。準同期検
波信号Ｇ（Ｎ／２）１２は、（８）式で表される複素量である。
【数８】

また、余弦演算器８２からの余弦演算結果は、（８）式におけるｅ-j(M-1)πΔfTの実数
部であり、正弦演算器８３からの正弦演算結果は、（８）式におけるｅ-j(M-1)πΔfTの
虚数部である。複素乗算器８４は、準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２）１２とｅ-j(M-1)πΔfT

とを乗算し、準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２）１２に含まれる周波数オフセットの成分を複素
乗算器９に補正させる。すなわち、複素乗算器８４による乗算後の位相スペクトルΦ（ｎ
／２）は、（９）式で表される。

【数９】

したがって、位相オフセットは（１０）式により推定される。
【数１０】
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【００３７】
　一方、加算器８５は、正規化周波数オフセット推定値信号１５を入力し、１シンボル遅
延回路８６により１シンボル遅延させた当該加算器８５の出力信号を入力し、両信号を加
算し、周波数オフセットによる時刻ｔ＝ｋＴにおける位相回転量２πｋΔｆＴを得る。そ
して、この加算結果である位相回転量２πｋΔｆＴは、余弦演算器８７、正弦演算器８８
及び１シンボル遅延回路８６に入力される。余弦演算器８７は、位相回転量２πｋΔｆＴ
を入力し、余弦演算を行い、ｅ-j2πkΔfTの実数部を得る。正弦演算器８８は、位相回転
量２πｋΔｆＴを入力し、正弦演算を行い、ｅ-j2πkΔfTの虚数部を得る。
【００３８】
　複素乗算器８９は、複素乗算器８４から位相オフセット推定値を、余弦演算器８７から
ｅ-j2πkΔfTの実数部を、正弦演算器８８からｅ-j2πkΔfTの虚数部をそれぞれ入力し、
複素乗算を行い、位相回転量を補正するための制御信号（補正信号１６）を得る。この補
正信号１６を以下に示す。

このように、位相オフセット推定器８は、前記値を補正信号１６として複素乗算器９に出
力する。
【００３９】
　以上のように、準同期検波器１００によれば、ＤＦＴ演算器６が、時間空間上の信号を
離散フーリエ変換してスペクトル空間上の信号を出力し、正規化周波数オフセット推定器
７が、前記スペクトル空間上の信号を用いて周波数オフセットを推定し、位相オフセット
推定器８が、前記スペクトル空間上の信号を用いて位相オフセットを推定するようにした
。この場合、正規化周波数オフセット推定器７及び位相オフセット推定器８は、オフセッ
トを推定するために、最小２乗法や逐次最小２乗法等を用いる必要がない。これにより、
周波数オフセット及び位相オフセットを推定するための演算規模を縮小することが可能と
なる。
【００４０】
　また、準同期検波器１００によれば、準同期検波において生じる周波数オフセットがス
ペクトル空間上で推定されるため、スペクトル成分は周波数オフセットに応じて左右にシ
フトするだけとなる。周波数オフセットが時間空間上で推定される場合にはオフセットの
極性が反転するから、この場合に比べ、オフセットの極性に関し不確定性が生じることは
ない。
【００４１】
　また、このような利点を有するため、準同期検波器１００によれば、周波数オフセット
及び位相オフセットを推定する搬送波同期用の信号として、プリアンブル信号を利用する
ことができる。このプリアンブル信号は、本来的にタイミング同期用に伝送される信号で
あるが、タイミング同期用及び搬送波同期用の共通の信号として利用することができる。
これにより、従来搬送波同期用に伝送されていたトレーニング信号を利用する必要がない
から、送信側の変調器は、当該トレーニング信号を伝送する必要がない。したがって、送
信側から受信側への信号伝送効率を向上させることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】本発明の実施の形態による搬送波同期方式を実現する準同期検波器の構成を示す
ブロック図である。
【図２】正規化周波数オフセット推定器の構成を示すブロック図である。
【図３】位相オフセット推定器の構成を示すブロック図である。
【符号の説明】
【００４３】
１　受信端
２　出力端
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３　直交位相検波器（ＤＥＴ）
４　局部発振器
５　ローパスフィルタ（ＬＰＦ）
６　ＤＦＴ演算器（ＤＦＴ）
７　正規化周波数オフセット推定器（Ｆ－ＥＳＴ）
８　位相オフセット推定器（Ｐ－ＥＳＴ）
９　複素乗算器（ＭＵＬＴ）
１０　複素復調信号
１１　時間空間の同期検波信号
１２　スペクトル空間の準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２）
１３　スペクトル空間の準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２＋１）
１４　スペクトル空間の準同期検波信号Ｇ（Ｎ／２－１）
１５　正規化周波数オフセット推定値信号
１６　補正信号
７１　２乗演算器
７２　減算器
７３，７５，８１　乗算器
７４　逆正弦演算器
８２，８７　余弦演算器
８３，８８　正弦演算器
８４，８９　複素乗算器（ＭＵＬＴ）
８５　加算器
８６　１シンボル遅延回路
１００　準同期検波器

【図１】 【図２】
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